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《損害保険集団扱制度の概要》《損害保険集団扱制度の概要》《損害保険集団扱制度の概要》《損害保険集団扱制度の概要》

損害保険集団扱制度のご案内
石川県中小企業団体中央会では、組合員の企業経営並びに従業員の福利厚生を充実するため、会員の
皆様に中央会損害保険集団扱制度（自動車保険・火災保険）のご加入をお勧めしております。
つきましては、本制度について引受損害保険会社の取扱代理店が説明させて頂きたく、訪問した際には
よろしくお願いいたします。

石川県中小企業団体中央会 TEL.076‐267‐7711
〈本制度引受損害保険会社〉

三井住友海上火災保険株式会社 ………TEL.076‐223‐9960
金沢支店　〒920-0918 金沢市尾山町6番25号

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 ………TEL.076‐264‐7811
金沢支店　〒920-0906 金沢市十間町5番地

損害保険ジャパン株式会社 ………TEL.076‐262‐1681
金沢支店 金沢第一支社　〒920-8558 金沢市香林坊1-2-21

A I G 損 害 保 険 株 式 会 社 ………TEL.076‐222‐0005
金沢支店　〒920-0919 金沢市南町4-60 金沢大同生命ビル2F

共栄火災海上保険株式会社 ………TEL.076‐261‐9297
北陸支店金沢第一支社　〒920-0919 金沢市南町5番16号

お問合せ先

会員 会員 会員

従業員 従業員 従業員 従業員 従業員 従業員 従業員

県中央会県中央会

（中央会指定の確認票を提出願います。）
◎中央会の会員（組合・企業・団体）◎会員の傘下企業、事業主及び従業員

対 象

●保険料は、一般契約より 割安5％ です。（保険料一時払の場合）
●手続きは、年１回払い、口座引落しです。
●下記損害保険会社と契約を行っている方は、現在契約している取扱代理店で
制度利用が出来ます。

●自動車保険
　・  既加入自動車保険は、無事故割引などをそのまま継承できます。
　・  業務用車両も対象になります。
●火災保険
※詳しくは下記の各社にご確認ください。

★自動車保険・火災保険★

令和６年能登半島地震関連情報
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From編集室

くみWai広場

組合のPRをお願いします！
本組合は昭和56年に石川県内の帆布製品製

造販売を行う事業者によって設立されました。
現在は12社の組合員で構成され、組合員の経
済的地位の向上や経営の安定を促進すること
を目的に教育研修事業や情報収集、他地域の同
業者との交流事業等を主な組合事業として行っ
ています。
テントシートは多種多様で、キャンプ用品の

テントから店舗用の軒先テント、屋外イベント
等で用いられるテントや産業用テントまで、幅
広いシーンで利用されています。2015年の第
66回植樹祭石川大会では、御野立所と招待者
席を組合で受注し、製造・設営に携わりました。

○石川の技能まつりに出展
毎年10月に開催される県主催の石川の技能

まつりに、業界の認知度向上を目的に出展して
います。出展ブースでは、縫製作業の実演およ
び体験、レジャーシートやエコバック等の小物
の販売、災害時に有効なテントを展示するなど、
業界のPRを行っています。

○災害時防災協定を締結
2021年9月に石川県および金沢市と災害時

防災協定を結びました。災害時に避難者向け

のテントやブルーシート等の被災地支援で必
要なテントを組合が調達する協力体制を構築
しました。また、2022年3月には当組合が主体
となり、東海北陸ブロック7県で連携協定を結
びました。本協定は災害時等に緊急支援物資
となるテントシートの業界団体が相互に連携
し、災害への対応力を強化するものです。この
度の能登半島地震ではこれらの協定をもとに、
避難所用の小型ルームテントを1100基、ブルー
シートを5000枚調達・即納し災害対応に努め
ました。

一言お願いします!! （西川理事長）
時代の流れに伴い、店舗用の軒先テントやト

ラックの幌シートを見る機会は減っています
が、災害時に対応できる製品や知識を有してお
り、災害と防災対策には欠かせない業界である
ことを自負しております。今後は災害対応の事
例を収集・発信し、これまで以上に各自治体や
他地域の業界との連携を深めていきたいと思っ
ております。

写真上▲西川理事長
写真左◀石川の技能まつりの様子

当コーナーに登場していただける事務局さんを募集中です!自薦、他薦は問いませんので、中央会事務局まで連絡をお待ちしています！

Qプレゼントクイズ

石川県テントシート工業組合

こんにちは組合さん

　今後、よりよい誌面づくりを行うために読者の皆さんからのご意見、ご要望をお伺いし
たいと思いますので、同封のプレゼント付き読者アンケート回答へのご協力をお願いします。
　　　　少しでも多くの“声”をお待ちしています。
　　　　回答は中央会FAX :076-267-7720までお送り下さい。

Q.くみＷａｉ広場でご紹介させていただいた、石川県テントシート工業組合は、
　 毎年10月に開催される県主催の　　　　　　　　　　　　　　　に、
 　業界の認知度向上を目的に出展しています。
A.○にあてはまる漢字２文字をお答えください。
　 正解者の中から抽選で、中央会事業にちなんだ品物をお贈りいたします。
　 締め切りは３月２８日（木）！ご回答お待ちしております！

「石川の○○まつり」

　こんにちは。2月18日（日）に金沢スタジアムにおいて、こけら落と
しとなるオープニングマッチ「ツエーゲン金沢VSカターレ富山」が
開催されました。同スタジアムは北陸初のサッカー専用スタジアム
で、すべての観客席に屋根が整備されているほか、スタンド最前列
からピッチまでの距離7～9ｍと短く、臨場感あふれる観戦環境が整
えられています。当日は8,000人以上が来場し、テレビからもその盛り上がりが伝わってきました。
　また、スタジアムには能登半島地震で被災した珠洲市や能登町の子供たちも試合観戦に訪れ
たほか、試合に先駆けて選手による募金活動が行われました。
　ツエーゲン金沢は2月25日（日）に敵地で初戦を迎え、金沢スタジアムではリーグ戦19試合が
開催される予定です。機会があれば一度観戦に行きたいなと思いました。

編集者 I
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令和６年能登半島地震関連情報
令和６年能登半島地震により被害を受けられた皆さまに、お見舞いを申し上げます。

　この度の能登半島地震によりお亡くなりになられました方々に、心よりご冥福をお祈りいたしますととも
に、被災されました多くの皆さまに謹んでお見舞いを申し上げます。
　被災された皆様方の一日も早い復興を、心からお祈り申し上げます。

　本誌では令和６年能登半島地震に係る事業者支援施策を掲載します。なお掲載する情報は発刊時点のもの
ですので、支援策の詳細や最新の情報はホームページ等でご確認ください。

1 中⼩企業特定施設等災害復旧費補助⾦（なりわい再建支援事業）
【補助対象者】

⽯川県内に事業所を有する、令和６年能登半島地震の被害を受けた中⼩企業・⼩規模事業者等
【補助対象経費】

⼯場・店舗などの施設、⽣産機械などの設備の復旧費⽤等
【補助上限】

・⽯川県内の事業者 ⇒１５億円　
※⼀部５億円まで定額補助（過去数年以内の被災かつ復興途上である等の要件を満たす場合）

【補助率】
・中⼩企業・⼩規模事業者 ⇒３／４以内　⼀部定額補助
・中堅企業等 ⇒１／２以内　⼀部定額補助
※特例として令和６年１⽉１⽇の能登半島地震による災害発⽣以降で、交付決定の前に⾏われた事業に要する
　経費についても、適正と認められる場合には補助⾦の対象となります。

【公募期間】
１次公募　令和６年２月２８日（水）～令和６年３月１３日（水）　⇐終了
※１次公募以降は、随時公募を行います。
　募集は複数年・継続して行いますので、焦らず、じっくりご検討ください。

○補助事業の基本的な流れ
①＜申請者＞ 県へ「なりわい再建支援補助金交付申請書」を提出
②＜　県　＞ 申請者へ「補助金交付決定」の通知
③＜申請者＞ 事業実施（復旧工事完了）
④＜申請者＞ 県へ「補助事業実績報告書」の提出
⑤＜　県　＞ 補助事業の完了確認検査、補助金額の確定
⑥＜　県　＞ 申請者へ補助金の「交付額確定通知書」の送付
⑦＜申請者＞ 県へ「補助金請求書」の提出
⑧＜　県　＞ 申請者へ補助金を交付

○○交付申請に必要な書類

○ ○ お問い合わせ先　石川県なりわい再建支援補助金事務局　　　　　　０５７０－０７６－２２５
石川県商工労働部経営支援課　経営支援グループ　０７６－２２５－１５２５

提出書類 備考
1 補助⾦交付申請書、補助事業計画書
2 県税の未納がないことの証明書 各県税事務所の窓⼝で取得してください
3 財務諸表 ( 直近１年分 ) 貸借対照表及び損益計算書 確定申告書の写し収⽀計算書等
4 ⾒積書⼀覧表 ( 施設・設備それぞれ別に作成 )

5 施設・設備の復旧に係る⾒積書の写し 原則２者以上の相⾒積もり⾒積書不⾜理由申⽴書 (2 者以
上ない場合 )

6 施設・設備の位置図及び敷地内配置図等

7 新施設の位置図、敷地内配置図、⽤途、構造、⾯積のわ
かる詳細図

建て替えを⾏う場合

8 設備の⼊替えを⾏う場合は、修理不能であることの証明
書、設備⽐較証明書

令和６年能登半島地震関連情報



2

2 「小規模事業者持続化補助金（災害支援枠）　対象：小規模事業者の方

【補助対象者】

石川県、富山県、福井県、新潟県に所在する、令和６年能登半島地震の被害を受けた小規模事業者等

【事業目的】

事業の再建に向けた経営計画を自ら策定し、商工会・商工会議所の支援を受けながら取り組む販路開拓を支援

【補助上限】

２００万円（直接被害）⇒自社の事業用資産に損壊等の直接的な被害を受けた場合

１００万円（間接被害）⇒令和６年能登半島地震に起因して、売上げ減少の間接的な被害を受けた場合

【補助率】

２／３、定額（一定の要件を満たす事業者のみ、定額補助あり）

【補助対象経費】

機械装置等の購入、店舗改装、広告掲載、展示会出展費用など

【公募期間】

１次公募　２月１日（木）～２月２９日（木）　⇐終了

※１次公募以降は、随時公募を行います。
○ ○ お問い合わせ先　最寄りの商工会議所又は商工会

3 石川県中小企業者持続化補助金（災害支援枠）　対象：中小企業者の方

【補助対象者】

石川県内に主たる事業場を有する中小企業者

※小規模事業者は　２．小規模事業者持続化補助金（災害支援枠）　をご活用ください。
【補助上限】

２００万円（直接被害）⇒自社の事業用資産に損壊等の直接的な被害があった事業者

１００万円（間接被害）⇒令和６年能登半島地震に起因して、売上げ減少の間接的な被害があった事業者

【補助率】

１／２ 、定額（一定の要件を満たす事業者のみ、定額補助あり）

【補助対象経費】

機械装置等の購入、店舗改装、広告掲載、展示会出展費用など

【公募開始・申請期間】

公募開始：令和６年２月２８日（水）～

申請期間：令和６年３月　６日（水）～ ４月１５日（月）

○ ○ お問い合わせ先

（公財）石川県産業創出支援機構　成長プロジェクト推進部　０７６－２６７－５５５１

石川県商工労働部経営支援課　　経営支援グループ　　　　０７６－２２５－１５２５

令和６年能登半島地震関連情報
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4 石川県商店街災害復旧事業補助金

【補助対象者】

商店街等組織（※）

※商店街等を構成する、商店街振興組合、事業協同組合、任意団体等

【補助上限・補助率】

補助上限　上限額・下限額なし　　補助率　３／４

【補助対象経費】

アーケードの復旧、街路灯の復旧、路面舗装の復旧、駐車場の復旧など

※資材・工事費、設備の調達や移転設置費、取壊し・撤去費、整地、排土費を含む。

【公募期間】

　１次公募　令和６年２月２８日（水）～４月　８日（月）

　２次公募　令和６年４月　９日（火）～５月１０日（金）

　※２次公募以降は、随時公募を行います。

○ ○ お問い合わせ先　石川県商工労働部経営支援課　企画管理・商業グループ　０７６－２２５－１５２１

5 商店街にぎわい創出補助金

【申請要件】

・補助対象者

（１）石川県内に所在する商店街等組織（※）

（２）（１）と民間事業者の連携体

※商店街等を構成する、商店街振興組合、事業協同組合、任意団体等

・来街者数及び売上の要件

令和６年能登半島地震の影響により、来街者数及び売上が当該災害の前に比べて減少しており、にぎ

わいを創出することが必要と認められること。

【補助上限・補助率】

補助上限　１００万円　　補助率　１０／１０　

【補助対象経費】

にぎわい創出のためのイベント等を行うために必要な経費

＜補助対象経費の例＞

会場借料、設営費、リーフレット等の印刷製本費、広告宣伝費、謝金など

事業期間 【募集締切】

１次公募　事業期間：令和６年３月１日（金）～３月２５日（月）【２月２６日（月）締切】⇐終了

２次公募　事業期間：令和６年４月８日（月）～令和７年３月２５日（火）【３月１２日（火）締切】 ⇐終了

３次公募　事業期間：令和６年６月１日（土）～令和７年３月１９日（水）【４月１９日（金）締切】

○ ○ お問い合わせ先　石川県商工労働部経営支援課　企画管理・商業グループ　０７６－２２５－１５２１

令和６年能登半島地震関連情報
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6 伝統的工芸品産業支援補助金（災害復興事業）（国指定伝統工芸品）

【補助対象者】
石川県、富山県、新潟県、福井県にて被災し、生産設備等が当該災害により被害を受けた
①伝統的工芸品を製造する製造事業者
②伝統的工芸品の製造事業者等のグループ及び製造協同組合等

【補助対象経費】
①伝統的工芸品の製造を再開するために必要な設備・機器（窯、ろくろ、道具 等）などの購入費及び修繕費
②伝統的工芸品の製造を再開するために必要な原材料の購入費及び型等の試作・製作費

【補助上限・補助率】
補助上限　１，０００万円　　補助率　３／４

【公募期間】
随時公募

○ ○ お問い合わせ先　経済産業省 中部経済産業局 産業部 製造産業課　０５２－９５１－２７２４

7 石川県伝統工芸事業者再建支援事業費補助金（県指定伝統工芸品・稀少伝統的工芸品）

【補助対象者】
石川県にて被災し、生産設備等が当該災害により被害を受けた
①伝統的工芸品を製造する製造事業者
②伝統的工芸品の製造事業者等のグループ及び製造協同組合等

【補助対象経費】
①伝統的工芸品の製造を再開するために必要な設備・機器（窯、ろくろ、道具 等）などの購入費及び修繕費
②伝統的工芸品の製造を再開するために必要な原材料の購入費及び型等の試作・製作費

【補助上限・補助率】
補助上限　１，０００万円　　補助率　３／４

【公募期間】
１次公募　令和６年２月２８日（水）～３月１３日（水）　⇐終了
※１次公募以降は、随時公募を行います。

○ ○ お問い合わせ先　石川県経営支援課 伝統産業振興室　０７６－２２５－１５２６

●各種支援制度については以下の総合窓口をご利用ください

○ ワンストップコールセンター
・電話番号　０１２０－３３０－９５５
・受付時間　９時～１８時　※土日祝も対応

○ 能登事業者支援センター　場所：石川県奥能登総合事務所（のと里山空港内）
・電話番号　０７６８－２６－２３８０
・受付時間　１０時～１７時　※１６時受付終了

令和６年能登半島地震関連情報
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石川の得意技「食」産業への大きな期待
～震災復興と新・殖産興業
中村 智彦 氏
神戸国際大学経済学部　教授

特　集
コラム

特集コラム

「食」に対する高い関心
2024年2月14日から16日までを会期に、幕張

メッセ（千葉市）において「スーパーマーケット・
トレードショー2024」、「デリカテッセン・トレー
ドショー」が開催されました。3日間の来場者
数は、75,858名と盛況で、食品産業への関心
の高さを示していました。

今回の特徴として、「インバウンド×食」を新
たに加えた3つの食のトレンドをテーマにしたゾー
ンが設けられたことです。3つのテーマは、「イ
ンバウンド×食」、「冷凍×食」、「サステナビリティ
×食」でした。これら三つは、食品産業のみ
ならず、多くの産業に関連するキーワードを含
んでいます。

コロナ禍が一段落し、外食産業、旅行産業
など幅広い業種、業態で、「食」に対する期
待が高まっています。トレードショーの熱気に
あふれた雰囲気からも、全国各地の事業者が
高い期待を持っていることが伝わってきました。

石川県からも多くの事業者が出展し、多くの
来場者の関心を集めていました。（写真１）

石川県は観光産業が重要な位置
石川県の農林水産業のGDP 構成比は0.8％

と高くはありませんが、農産品、海産品などを
利用した食品製造業、さらにはそれらを商品
として提供する宿泊・飲食サービス業、卸売・
小売業にも影響を持つことを考えれば、重要
度は高くなります。（図１参照）

全国と石川県と比較すると、製造業が中心
とした産業構造ながら、宿泊・飲食サービス
業の特化係数が高くなっています。つまり、観
光産業が重要な位置を占めていることが、数
値からも理解できます。（図２参照）

写真 1

スーパーマーケット・トレードショー2024の石川県ブース。
多くの人たちが関心を持って、訪れていた。（撮影筆者）

図 1

図 2

石川県　業種別GDP構成比（2019年・実績）

石川県　GDP（実質）特化係数（2019年度）

出所：「訪日外国人の消費動向」、『2022年年次報告書』、
国土交通省観光庁、2023年３月。
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外国人がやりたいことの第一は
「日本食を食べること」

外国人に、訪日前に期待していたことを複数
回答で尋ねたところ、「日本食を食べること」
が78.3％と最も多くなっています。次いで「ショッ
ピング」49.6％、「繁華街の街歩き」38.4％、「自
然･景勝地観光」35.4％、の順となっています。

（図３参照）
「すし、てんぷら、すきやき」と言ったような

時代から、大きく変化し、日本食の詳しい情
報が書籍やマスコミだけではなく、SNSなど
で毎日のように伝えられています。日本酒に関
しても、海外での評価が高まり、輸出も増加
傾向にあります。（図４参照）

石川県の豊かな食が観光の魅力に
石川県は、製造業が中心の産業です。その

中でも、機械関係が大きな割合を占めていま
す。しかし、食料品のGDPも、かつて北陸地
方の中心産業であった繊維製品などと肩を並
べるほどの地位を占めていることが判ります。

石川県では、日本海の豊富な水産資源をい
かした食品加工業が発達しています。このこと

図 3

図 4

訪日外国人観光客が「訪問前に期待していたこと」

日本酒輸出額の推移（億円）

出所：「訪日外国人の消費動向」、『2022年年次報告書』、
国土交通省観光庁、2023年３月。

出所：日本酒造組合中央会、「2022年度日本酒輸出実績」
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中村 智彦（なかむら ともひこ）

【ホームページ】
http://monodukuri.jp/

【常勤】
神戸国際大学経済学部 教授

【非常勤】
関西大学商学部 非常勤講師
愛知工科大学工学部 非常勤講師

【専門】
中小企業論
地域経済論

【略歴】
1964年  東京都生まれ
1988年  上智大学文学部卒業
2000年  名古屋大学大学院国際開発研究科博士課程修了 
　 　 　  （ 学 術 博 士・名古屋大学）

【活動】
総務省地域創造力アドバイザー
山形県川西町総合計画アドバイザー
京都府向日市ふるさと向日市創生計画委員会委員長
Yahoo!ニュース個人オーサー
https://news.yahoo.co.jp/byline/nakamuratomohiko

は、観光産業にも大きく影響を与えていること
は、多くのみなさんも納得するところだと思います。

急成長するガストロノミーツーリズム
石川県の豊かな食が観光の魅力になってい

ることは、多くの人が理解するところでしょう。
食を目的とした旅は、「ガストロノミーツーリズム」
と呼ばれ世界的にも注目されています。

ガストロノミーツーリズムとは、フランス語で「美
食学・美食術」を意味するガストロノミーに基
づいた観光の形です。それぞれの土地の独自
の気候風土が生んだ個性的な食材や習慣、伝
統、歴史などによって育まれた食を楽しみ、そ
の土地の食文化に触れることを目的とする旅行
のことです。

石川県でも、すでにガストロノミーツーリズム
が様々に取り組まれてきました。今後も急成長
するものと期待されています。

震災復興と新・殖産興業
石川県は、これから震災復興に取り組んで

いきます。道路や生活インフラの復興が進めば、
次は産業の復興を急ぐ必要が出てきます。

食品産業の再興は、農林水産業の再興と密

接に関係していますし、先に述べているように
商業、観光産業などにも繋がっていきます。

明治時代、前田正名という人物が、全国各
地をくまなく歩き、各地の在来の産業と、ヨー
ロッパなどの最新技術を導入し、産業の活性
化を行うという「殖産興業」を広めました。今、
日本では人口減少が進み、地方では産業が衰
退し、働く場所がないために、さらに人口が
流出するという事態が起こっています。今こそ、
前田正名の考えを再評価し、衰退してきた地
方の産業の再評価と新しい技術や発想の導入
を行う、いわば「新・殖産興業」に取り組む
べきです。

農林水産業、食品製造業、食品販売業、
飲食業、宿泊業など、広範な広がりを持つ産
業を「食」産業と捉えるならば、これまでの実
績もあり、そして豊かな資源もある石川県にとっ
ては、震災復興だけではなく、これからの産
業振興、地域振興にとって多大な可能性を秘
めていると考えられます。

今は、まだ応援消費やクラウドファンディン
グなどが始まったばかりですが、今後は国内
外からも投資を集めていくくらいの気概を持っ
て取り組んで行って欲しいものです。
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まずは問題の把握と原因究明から
「課題を放置しない」とはいっても、「その解決は難し

い」「どうやったら良いのかわからない」という話が多い。
あるいは「問題があっても仕事が忙しくて手がつけられ
ない」という話も少なくない。しかし、何も手を打たず
にいれば、いつか取り返しのつかない問題となってしま
う。逆に、課題の解決策がわかれば、組合事業の活性
化や新しい組合事業の創造につなげていくこともできる。

この「課題」とは、将来のために今生じている問題を
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

解決するためにやらなければならないこと
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を意味する。
また「問題」とは、現状の困ったことや厄介なこと、

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 44

つ
まり解決すべきこと

4 4 4 4 4 4 4

である。まずは問題の把握から始め、
その後、問題の発生原因を追求する。その結果、明ら
かにされた真の原因（阻害要因）の解決策を明確にし、
実行に移す手順を決めない限り、課題は放置されてしま
う。そこで「課題を放置しない」ためには、日頃から問
題を把握する着眼点を知っておくと便利である。それは、
定量的な問題と定性的な問題の2つの観点である。

まず定量的な問題は、数値で表すことができ、その
代表格が財務諸表である。この財務諸表から、利益率

（収益性）、労働生産性・自己資本・流動資産などの比
率（安全性）、売上高や利益などの増加率（成長性）が
わかる。他にも、稼働率、故障率、不良率、返品率、
出席率、定着率、リピート率などがある。これらの数
値が悪化する傾向があれば、問題が発生している可能
性がある。

一方、定性的な問題は、視覚・聴覚・嗅覚・味覚・
触覚の五感を使って把握できる。この方法は、中小企
業と組合の内外で発生している様々な事象に適応でき
る。特に「ヒヤリ・ハット」撲滅活動を日常的に実践し
ている方々には、理解しやすいかもしれない。いわゆる
ハインリッヒの法則やバードの法則である。この法則は、
主に故障や事故、災害などに適応されてきたが、「ヒヤ
リとした」「ハッとした」は、「〇〇の様子や調子が何か
おかしい、何かへんだ」と置き換えると、様々な場面で
応用できる。さらに、中央会が毎月発行する会報に掲
載され、提供されている「県内の情報連絡員報告」と「各
月期の景況天気図」などは、現場の声を反映している
情報ゆえ、活用しない手はない。他にも、顧客や組合
員から寄せられる提案や苦情にも、敏感になっておくこ
とである。

そして、問題の把握後は原因の解明に移るのだが、
問題の原因を発生している現象や症状と取り違えている
人が多く、本当の課題解決に至らないこともある。そこ
で、問題の真因を追求する際の合言葉として「なぜを5
回繰り返す」が役に立つ。「どうしてそうなったのか」を
繰り返すのである。また問題の把握があいまいな場合、
原因の究明が中途半端になりやすいので、問題点を具
体的に文章化することが望ましい。

さらに、問題の発生原因を特定の個人やメンバーに
求め、責任転嫁することは、必ず避ける必要がある。
特定の個人やメンバーに問題の原因を押し付けてしまう
と、本当の解決策を見出せないからである。人のせい
にはせず、仕組みや方法、手順や段取りに原因がある
と考える習慣を持つことが肝要となる。

組合員の経営課題と解決策を見出す方法
中小企業や組合に対する国や自治体、あるいは支援

機関による調査では、必ず現在抱えている経営課題に
ついての質問項目がある。しかし、組合で組合員の経
営課題を把握するためにヒアリングやアンケートなどの
調査を行う際、売上・利益などの減少

4 4

、従業員の定着
率や顧客のリピート率などの低下

4 4

、さらにはIT・AI・
IoT 導入・働き方改革などの遅れ

4 4

といった課題を直接問
う質問は避けたい。というのも、匿名調査であっても、
その集計結果をみれば、誰なのか予想できることもあり、
守秘義務が守りきれない。また、そもそも自社の課題を
人に知られてしまうような調査を喜んで協力する人も少な
いからである。

そこで、組合が組合員の経営課題を把握する場合、
課題の有無を問わずに、現在抱えている経営課題の解
決のために重視して取り組んでいること、並びに今後重
視して取り組んでみたいことを問うのである。そうするこ
とで、組合員は自社の弱点を気にせず、回答しやすくな
る。また、重視する・重視したいことの度合いを、最も
重視、重視、普通、重視せずの段階別に把握することで、
組合員の経営課題に対する意向を読み取ることができる。

具体的には「最も重視」「重視」の回答割合の合計
から「重視せず」の回答割合を差し引きしたDI（Diffusion 
Index）、あるいは「最も重視」「重視」の回答割合の
合計の「今後」から「現在」を差し引きしたDIを用いると、
組合員が経営課題に対する取組として、何を重視してい

特集コラム

課題を放置しないことから始める
組合事業の活性化
森下 正 氏
明治大学政治経済学部　専任教授

特　集
コラム
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るのかを掴みやすくなる。
そこで、筆者が実際にA協同組合で行った「経営課

題の解決の取組として現在重視していること、及び今
後重視したいこと」のアンケート結果をみていくと（図表
1参照）、組合員の50％以上が現在、経営課題の解決
のために重視していることは「主要顧客との関係強化」

「新たな知識や技術の習得」「新規顧客の獲得」「技能
士資格の更新」「技能士資格の取得」「仕入れ単価の低
減」であった。また、組合員の50％以上が今後重視し
たいことは、現在重視していることに「事務（経理等）
作業の軽減・迅速化」が加わった。ちなみに「主要顧
客との関係強化」からは、ISO9000やISO14000、グ
リーン経営認証やGマークなどを取得による信用・信頼
性の向上や、顧客に地産地消を促す商談会の開催など、
新しい組合事業のアイディアを見出せる。また「仕入れ
単価の低減」は、伝統的な組合事業である共同購入・
購買の拡充も検討できよう。さらに「事務（経理等）作
業の軽減・迅速化」は、組合員のDX化への支援を組
合事業にすることができそうである。

さらにDIの値は小さいが、今後重視したいこと
から現在重視していることの回答割合を差し引きし、
その割合が10％以上の内容をみると「工具・機材及
び設備の更新」「従業員の確保」「働き方改革等への
対応」「販売価格の値上げ」「事業承継の後継者探し」

「事業承継の後継者育成」「従業員の育成」「事業継

続計画（BCP）の策定」であった。ちなみに「従業
員の確保」であれば、インターンシップの受け入れ
や共同求人広告などが組合事業のアイディアとして
思い浮かぶ。さらに一歩進んで、第二・第三新卒の
採用専門のHPサイトを組合事業として立ち上げる
ことも想定できよう。

また、中小企業組合では、現在、組合員に提供し
ている全ての組合事業と活動（親睦会や忘年会、ゴ
ルフ大会などのイベントも含む）についての満足度
を調査することで、組合事業の課題を見える化でき
る。この満足度調査も、満足から不満の割合を差し
引いたDIを用いると、何を満足（不満）に感じて
いるのかを数字で把握できるようになる。

先ほどのA協同組合の場合（図表2参照）、組合
員の50％以上が満足し、かつDI（満足-不満）も
50％を超える組合事業等は「技能士認定制度」「技
能士認定講習会」「専門機関指定店制度」「組合ホー
ムページ」「共同購買事業」「オリジナル商品開発」
であった。この組合では、DIがマイナスとなって
いる組合事業等が皆無で、概ね組合事業に対する組
合員の満足度は高い。しかし、他と比べて満足度が
低いDIが50％未満の項目は、改善の余地があるこ
とも明らかにすることができた。

このように中小企業組合では、組合員の経営課題
を把握するにあたって、その解決のために現在及び

特集コラム

図表 1 A協同組合の組合員が経営課題の解決の取組として現在重視していること、及び今後重視したいこと

重視の内容
現在重視していること 今後重視したいこと 今後―

現在
最も重視
＋重視 普通 重視せず DI 最も重視

＋重視 普通 重視せず DI 最も重視
＋重視

主要顧客との関係強化 74.4 25.6 0.0 74.4 81.1 18.9 0.0 81.1 6.7 
新たな知識や技術の習得 77.5 17.5 5.0 72.5 82.1 15.4 2.6 79.5 4.6 
新規顧客の獲得 76.3 23.7 0.0 76.3 75.7 24.3 0.0 75.7 -0.6 
技能士資格の更新 62.5 37.5 0.0 62.5 69.2 30.8 0.0 69.2 6.7 
技能士資格の取得 73.7 21.1 5.3 68.4 67.6 29.7 2.7 64.9 -6.1 
仕入れ単価の低減 54.1 43.2 2.7 51.4 58.3 38.9 2.8 55.6 4.3 
事務（経理等）作業の軽減・
迅速化 45.9 51.4 2.7 43.2 55.6 41.7 2.8 52.8 9.6 

IT 活用による情報入手・
伝達の円滑化 52.5 37.5 10.0 42.5 56.4 35.9 7.7 48.7 3.9 

主要仕入先との関係強化 46.2 51.3 2.6 43.6 52.6 42.1 5.3 47.4 6.5 
多様な（相談相手、人材交流）
人脈の構築 54.1 35.1 10.8 43.2 60.0 25.7 14.3 45.7 5.9 

コンピュータ・スマホ等を活
用した業務の効率化 48.7 35.9 15.4 33.3 55.3 31.6 13.2 42.1 6.5 

工具・機材及び設備の更新 34.2 60.5 5.3 28.9 48.6 43.2 8.1 40.5 14.4 
各種資格の取得 39.5 44.7 15.8 23.7 45.9 43.2 10.8 35.1 6.5 
事業継続計画（BCP）の策定 27.0 56.8 16.2 10.8 37.1 57.1 5.7 31.4 10.1 
販売価格の値上げ 21.1 68.4 10.5 10.5 32.4 62.2 5.4 27.0 11.4 
事業承継の後継者育成 28.9 34.2 36.8 -7.9 39.5 36.8 23.7 15.8 10.5 
従業員の育成 31.6 31.6 36.8 -5.3 42.1 23.7 34.2 7.9 10.5 
働き方改革等への対応 24.3 43.2 32.4 -8.1 36.1 33.3 30.6 5.6 11.8 
事業承継の後継者探し 15.4 41.0 43.6 -28.2 26.3 44.7 28.9 -2.6 10.9 
従業員の確保 21.1 34.2 44.7 -23.7 35.1 21.6 43.2 -8.1 14.1 
資料：A 協同組合・B 中小企業団体中央会・明治大学政治経済学部 森下正中小企業論研究室『組合員アンケート調査』2022 年 3 月より作成。
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今後何を重視するか否かを、あるいは組合事業に対
する組合員の満足度を明らかにすることで、組合事
業の改善や新しい組合事業の創造につなげていく方
向性が明らかとなる。なお、重視する・重視したい
とする項目、あるいは組合事業と活動の内容は、そ
れぞれの組合や業種にあった項目に変更してほしい
が、この調査方法によって、誰でも体系的に課題解
決の糸口を掴むことができるようになる。しかも、
組合員が抱えている問題を無視せずに、しかも細か
いことやちょっとした問題であっても、組合員の経
営課題と組合事業の方向性を見出せるのである。

組合事業としての課題解決策の着眼点
問題の把握と発生原因、並びに解決策の方向性が

掴めたら、問題解決に資する課題解決策の実行に移
るのだか、この時、解決策には、技術的対応策と適
応型対応策の2つがあり、前者は短期的、後者は中
長期的な対応策となる。

まず技術的対応策では、問題の発生原因を短期的
に解決するために、何らかの新しい試みを実施して
現状を打開する。例えば、商店街振興組合で組合員
の売上が減少している場合、販売促進のために折り
込みチラシのポスティングや街頭配布、あるいは組
合のホームページを通じたポイントカード会員顧客
への告知などが技術的対応策に該当する。

一方、適応型対応策では、問題の発生原因を根元
から除去する方策、つまり自分が現在おかれている
状況を変革することで現状を打開する。例えば、前
述と同様、商店街振興組合の組合員の売上が減少し
ている場合、問題の発生原因の根元が市場の縮小（人
口減少）や流通チャネルの機能不全（顧客が商店街
からロードサイドショップやネット販売などへ流出）
にあることを明確にする。次に、市場の縮小に対し
ては市場拡大策、流通チャネルの機能不全に対して
は新しい流通チャネルの構築策という技術的対応の
方向性を決める。最後に、市場拡大策と流通チャネ
ルの構築策として、ネット販売や移動販売車の導入、
あるいはロードサイドへの共同店舗による出店といっ
た抜本的な対応策をとることが適応型対応策に該当
する。

このように、今日の中小企業と組合が抱える問題
を解決するために導き出された課題解決策が、組合
の新たな組合事業として展開されることで、組合事
業の活性化につながることが期待できる。また実際
に組合として課題解決策に取り組む際、短期的には
失敗しても後戻りできる小さなこと、つまり労力や
資金が少なくてもできる技術的対応策から始めるこ
とが重要である。というのも、この短期的な技術的
対応策の実践を通じて、組合員が小さな成功体験を
積み重ね、自信を深めることが大切だからである。
その後、大きな労力や資金も必要となる中長期的な
適応型対応策へと展開していくことが求められよう。

森下 正（もりした ただし）

明治大学大学院政治経済学研究科
明治大学政治経済学部
博士（経済学）
専任教授
明治大学評議委員

【主な執筆】
『空洞化する都市型製造業集積の未来～革新的中小企業経営に学ぶ～』同友館
【学会等】
社会環境学会、社会技術革新学会会員

【学外職務（現在）】
秩父地域地場産業振興センター：Find Chichibu 秩父ビジネススクール運営分
科会コーディネーター（2007年4月～）、関東経済産業局：中小企業・小規模事業
者ワンストップ総合支援事業（よろず支援拠点）選定審査委員会委員長（2014
年4月～）、関東経済産業局：地熱開発理解促進関連事業採択審査委員会委員

（2014年4月～）、商工総合研究所：中小企業活性化懸賞レポート（旧中小企業
組識活動懸賞レポート）審査会委員長（2016年4月〜）、掛川商工会議所：経営
発達支援計画事業評価委員会委員長（2016年4月〜2018年3月）、掛川市役
所：掛川市中小企業振興会議会長（2018年4月〜）、関東経済産業局：地域中小
企業・小規模事業者の人材確保支援等事業（地域中小企業人材コーディネート
事業）審査委員会委員長（2016年4月〜）、東京都中小企業団体中央会：プロジェ
クト推進委員会委員（2017年4月〜）、拓殖大学大学院経済学研究科非常勤講
師（2018年〜）、全国中小企業団体中央会：評議委員（2019年4月〜）

【プロフィール】
1965年埼玉県川越市生まれ。89年明治大学政
治経済学部卒業。94年同大学院政治経済学研
究科経済学専攻博士後期課程単位取得・退学。
94年同政治経済学部助手、96年専任講師、99年助教授を経て、2005年
から専任教授。教務主任、地域行政学科長を歴任し、17〜23年3月まで経済
学科長。専門は中小企業論。03年から明治大学社会連携促進知財本部、同
知的資産センター、同インキュベーションセンターの本部員、センター長を歴
任し、現在も地域産業・中小企業・中小企業組合の活性化事業に注力中。

特集コラム

図表 2 組合事業等の満足度について

組合事業等 不満 普通 満足
DI

（満足―
不満）

技能士認定制度 2.5 10.0 87.5 85.0 
技能士認定講習会 2.5 12.5 85.0 82.5 
専門機関指定店制度 10.3 12.8 76.9 66.7 
組合ホームページ 0.0 39.5 60.5 60.5 
共同購買事業 7.5 27.5 65.0 57.5 
オリジナル商品開発 5.4 37.8 56.8 51.4 
共同宣伝事業 5.4 51.4 43.2 37.8 
一般市民向け受注相談会 7.7 51.3 41.0 33.3 
専門家との交流事業 12.5 47.5 40.0 27.5 
経営向上研修会 7.7 61.5 30.8 23.1 
小中学生向け啓蒙活動 2.6 71.8 25.6 23.1 
青年部活動 13.2 60.5 26.3 13.2 
親睦会 10.5 68.4 21.1 10.5 
工場見学会 13.2 68.4 18.4 5.3 
資料：A 協同組合・B 中小企業団体中央会・明治大学政治経済学部 森下正

中小企業論研究室『組合員アンケート調査』2022 年 3 月より作成。
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Ⅰ 調査のあらまし

1 . 調 査 目 的
本調査は、石川県内における中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立、
並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目的とする。

Ⅱ 回答事業所の概要
　調査票送付数：800 企業
　回答事業所数：303 企業（回収率：37.9％）
＜業種別回答企業数＞

業　　　　種 回答数
1. 食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 20
2. 繊維工業 18
3. 木材・木製品、家具・装備品製造業 11
4. 印刷・同関連業 10
5. 窯業・土石製品製造業 8
6. 化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業 6
7. 鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業 41
8. 生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業 25
9. パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・毛皮、その他の製造業 15
10. 情報通信業（通信業、放送業、情報サービス業、インターネット付随サービス業、映像・音声・文

字情報制作業） 8

11. 運輸業 12
12. 総合工事業 20
13. 職別工事業 11
14. 設備工事業 3
15. 卸売業 43
16. 小売業 24
17. 対事業所サービス業（物品賃貸業、専門サービス業、広告業、技術サービス業、廃棄物処理業、職

業紹介・労働者派遣業、その他の事業サービス業等） 25

18. 対個人サービス業 3
合　　計 303

注意：業種は回答して頂いた業種によって分類しております。

＜従業員規模別回答企業数＞
従業員数 回答数

１～９人 69
１０～２９人 109
３０～９９人 96
１００～３００人 29

合　　計 303

令和５年度中小企業労働事情実態調査結果報告
　毎年、７月１日を基準日とし、「中小企業労働事情実態調査」を実施しています。本誌では、今年度の調査の抜粋を
紹介いたします。これからの時節、中小企業における労働問題等に関する検討の一助としてご利用いただければ幸いです。
　また、調査結果全体は本会ホームページで公開しておりますので、ご参照ください。

公開ページ URL：https://www.icnet.or.jp/chousa.html

「令和５年度中小企業労働事情実態調査報告」
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Ⅲ 調査結果の概要
以降の調査結果においては、前述の単純集計をより見やすくすることで示唆が得られるもの、分析によって有効な結

果が出たものを記載しております。

（1） 経営状況
経営状況について経年変化をみると、昨年と比べ「良い」の割合が 3 ポイント高くなった。また、全国と比較しても、

石川県は「良い」と回答した事業所の割合が高い。＜グラフ 1 ＞
次に、業種別にみると、県内の「良い」と答えた事業所の割合は、計８業種において全国平均を上回っている（表１

内の ■■ の部分）。特に「食料品、飼料、たばこ・飼料製造業」、「卸売業」、「印刷・同関連」などで「良い」の割合が多い。
「悪い」と答えた事業所の割合をみると、計５業種において全国平均を上回っている。（表１内の ■■ の部分）。特に「木

材・木製品・家具・装備品製造業」などで「悪い」の割合が高い。＜表 1 ＞

＜表1：経営状況（業種別・全国比較）＞ （回答数 303）
良い 変わらない 悪い

食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 石川県（％） 45.0 35.0 20 .0
全　国（％） 27.5 45.0 27 .5

繊維工業 石川県（％） 11.1 72.2 16 .7
全　国（％） 23.3 45.2 31 .5

木材・木製品、家具・装備品製造業 石川県（％） 9.1 27.3 63 .6
全　国（％） 11.6 45.0 43 .4

印刷・同関連業 石川県（％） 40.0 30.0 30 .0
全　国（％） 24.3 45.0 30 .7

窯業・土石製品製造業 石川県（％） 0.0 62.5 37 .5
全　国（％） 15.3 47.3 37 .4

化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業 石川県（％） 33.3 50.0 16 .7
全　国（％） 18.3 48.3 33 .5

鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業 石川県（％） 29.3 41.5 29 .3
全　国（％） 19.4 48.5 32 .2

生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業 石川県（％） 36.0 52.0 12 .0
全　国（％） 20.6 47.6 31 .9

パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・
毛皮、その他の製造業

石川県（％） 6.7 66.7 26 .7
全　国（％） 19.5 46.5 34 .0

情報通信業 石川県（％） 25.0 50.0 25 .0
全　国（％） 31.3 52.7 16 .0

運輸業 石川県（％） 16.7 58.3 25 .0
全　国（％） 19.4 46.6 34 .0

総合工事業 石川県（％） 10.0 75.0 15 .0
全　国（％） 15.0 62.1 22 .9

職別工事業 石川県（％） 9.1 90.9 0 .0
全　国（％） 14.9 59.3 25 .9

設備工事業 石川県（％） 0.0 66.7 33 .3
全　国（％） 15.6 60.6 23 .8

卸売業 石川県（％） 41.9 41.9 16 .3
全　国（％） 26.9 47.8 25 .3

小売業 石川県（％） 16.7 50.0 33 .3
全　国（％） 16.6 47.1 36 .3

対事業所サービス業 石川県（％） 36.0 48.0 16 .0
全　国（％） 20.2 60.0 19 .8

対個人サービス業 石川県（％） 0.0 66.7 33 .3
全　国（％） 30.4 46.4 23 .2

0

100

良い

変わらない

悪い

（回答数303）

100%

80%

60%

40%

20%

0%
全国

＜グラフ1：経営状況の経年推移（全国比較）＞ 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

30.7 23.4 24.0 29.7 22.9 21.6 27.2

70.3

39.3 31.3
22.8

29.4

16.8 22.5 23.4 17.9 24.7 21.4 14.0
4.3

20.3 22.7 25.7 20.1

52.5 54.1 52.6 52.3 52.4 57.0 58.9

25.4

40.4 46.0
51.5

50.5

トピックス（中小企業の労働事情）
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（２） 主要な事業の今後の方針
主要な事業の今後の方針について、事業を「現状維持」（53.8％）が最も多く、次いで「強化拡大」（42.2％）、

「縮小・廃止」（3.3％）の順となった。全国と比較すると、「強化拡大」の割合が 9.9 ポイント上回っている。
過去の推移をみると、「強化拡大」の割合は昨年より 4.2 ポイント上回った。＜グラフ 2 ＞

0 100
強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

全国

石川県

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

（回答数303）＜グラフ2：主要事業の今後の方針の推移（全国比較）＞

( R5 )

( R4 )

( R3 )

( R2 )

( R1 )

( H30 )

( H29 )

( H28 )

32.3

42.2

38.0

36.5

30.7

33.3

38.7

40.1

37.7

62.7

53.8

54.9

56.8

60.9

62.1

56.2

54.6

57.6

4.6

3.3

6.5

6.2

8.1

4.3

4.8

4.7

4.7

0.4

0.7

0.6

0.5

0.3

0.3

0.2

0.5

0.0

（３） 経営上の障害
経営上の障害（複数回答）では、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（64.7％）が最も多く、次いで、「人

材不足（質の不足）」（48.8%）、「労働力不足（量の不足）」（37.0％）が多い。
過去の推移をみると、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」、「人材不足（質の不足）」、「労働力不足（量の不足）」

の割合が増加し、「販売不振・受注の減少」は減少している。＜グラフ 3 ＞

＜グラフ3：経営上の障害の経年推移＞ （回答数303/複数回答）

労働力不足（量の不足）

人材不足（質の不足）

人件費の増大

販売不振・受注の減少

製品開発力・販売力の不足

同業他社との競争激化

光熱費・原材料・仕入品の高騰

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

金融・資金繰り難

環境規制の強化

労働力の過剰

R1 R2 R3 R4 R5

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0

51.4

38.5

43.2
44.8

48.8

0.5

5.4

2.4
1.2 1.0

4.6 4.6
4.3

2.5 3.0

8.6
6.0

9.5 6.8

5.0

19.1

21.4

18.9

15.7 15.8

20.5

15.2

11.4 11.1

15.816.7

17.1 18.6

14.2

10.9

6.8 6.2

4.1
4.3

1.7

10.7
9.5

12.2 12.7
12.2

30.3

18.4

21.1

33.6
37.0

33.3

61.8

47.8

32.7

27.1

36.1

14.9

33.8

55.2

64.7

「令和５年度中小企業労働事情実態調査報告」
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（４） 従業員1人あたりの月平均残業時間
県内の従業員 1 人あたりの月平均残業時間（9.69 時間）をみると、昨年と比べ 0.8 時間減少した。全国平均と比較すると、

4.45 時間下回っている。＜グラフ 4 ＞

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

13

14

15

12

11

10

9

8

（回答数303）＜グラフ4：従業員1人あたりの月平均残業時間の経年変化（全国比較）＞
（時間）

全国
石川県

R5

10.55

11.66
12.3 12.09 11.89

12.48 12.29

11.57
11.21

9.62

8.68

9.77 9.699.94

11.01 11.14
11.52 11.74 11.47

12.0

12.27 12.49

10.97

9.95
10.52

14.14

（５） 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況
原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況についてみると、「価格の引上げ（転嫁）を実現した」

（53.8％）が最も多く、次いで「価格引上げの交渉中」（23.3%）が多い。＜グラフ 5 ＞

（６） 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容
設問５―①で「価格の引上げ（転嫁）を実現した」、「価格引上げの交渉中」、「これから価格引上げの交渉を行う」と回答

した事業所において、販売価格への転嫁の内容（複数回答）についてみると、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」（77.1%）
が最も多い。＜グラフ 6 ＞

（７） 価格転嫁率の状況
設問５―①で「価格の引上げ（転嫁）を実現した」と回答した事業所において、価格転嫁の程度をみると、「10 ～

30％未満」（44.6%）が最も多く、次いで「10％未満」（32.1%）が多い。＜グラフ 7 ＞

価格の引上げ（転嫁）を実現した
価格引上げの交渉中
価格転嫁はしていない（価格変動の影響はない）
対応未定

10～30％未満
10％未満
70～100％未満

30～50％未満
50～70％未満
100％以上

これから価格引上げの交渉を行う
価格転嫁は実現しなかった
その他
価格を引き下げた（またはその予定）

（％） （％）

53.8

23.3

9.6

5.6
4.0

2.0 1.3 0.3

44.6

32.1

8.7

6.0
6.0
2.7

（回答数301）
＜グラフ5：原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況＞

（回答数184）
＜グラフ7：価格転嫁率の状況＞

人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）

利益確保分の転嫁を行った（行う予定）

その他

原材料分の転嫁を行った（行う予定）

＜グラフ6：原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容＞ （回答数240/複数回答）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

77.1

25.8

27.9

3.3

トピックス（中小企業の労働事情）
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（８- ①） 新規学卒者の採用計画
令和５年３月、新規学卒者の採用計画を行った事業所をみると、「採用計画を行わなかった」と回答した

事業所が全体の 63.9％となり、「採用計画をし実際に採用した」と回答した事業所は全体の 25.1% に留まった。
＜グラフ 8 ＞

規模別にみると、規模が大きいほど「採用計画をし実際に採用した」事業所が多く、規模が小さいほど「採
用計画を行わなかった」比率が高くなっている。＜グラフ 9 ＞

（８- ②）新規学卒者の採用結果並びに 1人あたりの平均初任給額
・新規学卒者の採用

新規学卒者の採用充足率（※）を全国と比べると、専門学校卒、短大卒「含高専」において全国平均を上回（表
内 ■■ ）っている。また、全体の採用充足率は 58.9％となり、昨年の 79.3% から 20.4 ポイントと大きく減少した。
＜表 2 ＞

採用計画をし
実際に採用した

採用計画をしたが
採用しなかった

採用計画を
行わなかった

＜グラフ8：新規学卒者の採用計画（令和5年3月）＞
＜グラフ9：新規学卒者の採用計画（規模別）＞ （回答数299）

（回答数299）

採用計画を行わなかった
採用計画をし実際に採用した
採用計画をしたが採用しなかった

63.9
25.1

11.0
全体

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

0 20 40 60 80 100%

（％）

0 100

11.0%

4.3%

11.1%

17.9%

3.7%

63.9%

94.2%

78.7%

40.0%

11.1%

25.1%

1.4%

10.2%

42.1%

85.2%

＜表 2：新規学卒者の採用充足率（全国比較）＞ （回答数 113）

事業所数 採用計画人数 採用実績人数
（令和 5 年 4 月入社） 採用充足率

石川県全体 113 270 159 58.9
石川県全体（昨年度） 106 217 172 79.3
石川県全体（一昨年度） 108 236 196 83.1
高校卒（石川県） 52 148 72 48.6
高校卒（全国） 1,920 5,133 2,817 54.9
専門学校卒（石川県） 11 16 13 81.3
専門学校卒（全国） 666 1,200 892 74.3
短大卒［含高専］（石川県） 11 18 12 66.7
短大卒［含高専］（全国） 280 456 285 62.5
大学卒（石川県） 39 88 62 70.5
大学卒（全国） 1,223 3,160 2,281 72.2

※採用充足率　採用計画人数に対する採用実績人数の割合のこと。

「令和５年度中小企業労働事情実態調査報告」
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（９） 新規学卒者の初任給
新規学卒者 1 人あたりの平均初任給の前年比較では、高校卒、専門学校卒、短大卒、大学卒の全ての項目で

上昇した（表４内の ■■ の部分）。合計の平均は前年を上回った（+7,840 円）。＜表 3 ＞
全国平均との比較では、高校卒の技術系、専門学校卒の技術系・事務系、大学卒の技術系の４項目において、

全国平均を上回っている（表５内の ■■ の部分）。＜表 4 ＞
資料には掲載していないが、前年の全国平均は￥184,835 円であり、今年は前年比 4,055 円の上げ幅であった。

＜表 3：１人あたり平均初任給額（前年比較）＞ ＜表 4：１人あたり平均初任給額（全国比較）＞
分　類 R4

（令和 4 年 6 月支給額）
R5

（令和 5 年 6 月支給額） 分　類 全　国
（令和 5 年 6 月支給額）

石川県
（令和 5 年 6 月支給額）

高校卒
技術系 ¥172,605 ¥177,833

高校卒
技術系 ¥176,751 ¥177,833

事務系 ¥164,106 ¥164,783 事務系 ¥171,043 ¥164,783

専門学校卒
技術系 ¥182,164 ¥203,726

専門学校卒
技術系 ¥189,510 ¥203,726

事務系 ¥184,000 ¥194,400 事務系 ¥184,877 ¥194,400

短大卒
（含高専）

技術系 ¥178,000 ¥182,259 短大卒
（含高専）

技術系 ¥189,836 ¥182,259

事務系 ¥166,150 ¥178,184 事務系 ¥184,348 ¥178,184

大学卒
技術系 ¥204,168 ¥209,866

大学卒
技術系 ¥206,881 ¥209,866

事務系 ¥197,211 ¥200,076 事務系 ¥204,152 ¥200,076

平　均 ¥181,050 ¥188,890 平　均 ¥188,424 ¥188,890

（１０） 賃金改定の実施状況
令和５年１月１日から令和５年７月１日までの間に賃金を「引上げた」と回答した事業所は、211 社

（70.1％）、「７月以降引上げる予定」32 社（10.6％）を合わせると８割ほどが「引上げ」と回答した。
昨年との比較では、「引上げた」と回答した割合は 7.6 ポイント増加、「7 月以降引上げる予定」は 2.1％ポ

イント増加した。全国との比較では「引上げた」の割合が 12 ポイント高くなった。＜表 5 ＞
＜表 5：賃金改定の実施状況（昨年・全国比較）＞ （回答数 301）

区　分

引
上
げ
た

引
下
げ
た

今
年
は
実
施
し
な
い

（
凍
結
）

７
月
以
降
引
上
げ
る

予
定

７
月
以
降
引
下
げ
る

予
定

未
定

事
業
所
数

石川県 実数 211 1 22 32 0 35 301
％ 70.1 0.3 7.3 10.6 0.0 11.6 100.0

石川県（昨年） 実数 205 2 47 28 2 44 328
％ 62.5 0.6 14.3 8.5 0.6 13.4 100.0

全　国 実数 10,439 52 1,982 2,213 105 3,191 17,982
％ 58.1 0.3 11.0 12.3 0.6 17.7 100.0

（１１） 従業員1人あたりの賃金改定の内容
設問９－①で「引上げた」、「引下げた」、「今後は実施しない（凍結）」と回答した事業所において、
従業員 1 人あたりの賃金改定についてみると、「改定後の平均所定内賃金」は、267,766 円、昇給額は 8,211

円と昨年を上回った。平均昇給額は、全国平均を下回った。＜表 6 ＞
＜表 6：従業員 1 人あたりの月額賃金改定内容（昨年・全国比較）＞ （回答数 193）

改定前の平均所定内賃金（円） 改定後の平均所定内賃金（円） 平均昇給額（円）

石川県 259,555 267,766 8,211

石川県（昨年度） 255,894 262,749 6,855

全　国 252,894 261,988 9,094
※注意：表のデータは回答企業の賃金合計を回答企業数で割った単純平均値です。

トピックス（中小企業の労働事情）
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従業員の 1 人あたりの平均昇給額・平均昇給率の経年変化を見ると、今年も平均昇給額・平均昇給率と
もに上昇した。＜グラフ 10 ＞

＜グラフ10：平均昇給額・平均昇給率の経年変化＞ （回答数193）

平均昇給額 平均昇給率

(円) 
3.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

0.71

1.44

2.02
2.13 2.08

1.98

2.23 2.16 2.23

1.34

1.94

2.68

1,749

3,531

4,994
5,290 5,081

4,774

5,601
5,427

5,608

3,409

4,997

6,855

3.16

8,211

（１２） 賃金改定の具体的内容
設問９- ①で賃金を「引上げた」または「７月以降引上げる予定」と答えた事業所において、賃金の改定

内容（複数回答）についてみると、「定期昇給」が 66.3％と最も多く、次いで「基本給の引上げ」（30.4％）、「ベー
スアップ」（28.3％）が多い回答順となった。＜グラフ 11 ＞

＜グラフ11：賃金改定（引上げ）の内容について＞ （回答数240/複数回答）

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

0 10 20 30 40 50 60 70%

9.2

17.1

30.4

28.3

66.3

（１３） 賃金改定の決定要素
設問９－①で賃金を「引上げた」または「7 月以降に引上げる予定」と答えた事業所において、賃金改定

の決定要素（複数回答）についてみると、「企業の業績」（54.7％）が最も多く、次いで「労働力の確保・定着」
（51.9％）、「物価の動向」（51.4％）、「世間相場」（38.7％）の回答割合が多い。＜グラフ 12 ＞

＜グラフ12：賃金改定（引上げ）の決定要素について＞ （回答数243/複数回答）

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社又は関連会社の改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

燃料費の動向

重視した要素はない

その他

0 10 20 30 40 50 60 70%

54.7

38.7
51.9

51.4

19.8
3.3

14.0
24.7

5.8

1.6

2.1

「令和５年度中小企業労働事情実態調査報告」
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REPORT景
況 県内の情報連絡員報告 令和６年 1月

県内製造業情報連絡員：8 業種　31 人 ／ 県内非製造業情報連絡員：6 業種　27 人

○ＤＩ値で見ると、昨年同月比をもとに前月との増減を比べた場合、９項目中、９項目が減少となった。1月1日に発生
した能登半島地震の影響・被害は大きく、ライフラインの確保もできていない地域もあり、企業活動も停滞してい
る。地震発生の風評被害もあり、宿泊キャンセルや予約の減少が相次ぎ、好調であった観光分野にも影響が大き
い。またダイハツ工業の不正問題から国内景気の減退を不安視する声もあった。

○製造業においては、９項目が悪化となった。地震復旧に係る工事や資材の動きが活発化しているものの、壊滅的な
被害を受けた企業もあり、生産の停滞と廃業の増加が懸念される。原材料高、エネルギー価格高騰等による収益
悪化は継続しており、景況も悪化している。悪化していたのは、羽咋以北で甚大な被害を受け、金沢地区でも売上
が半分以下になった菓子製造業、観光関係の広告宣伝が中止または保留となった印刷業、ダイハツ工業の不正
により生産調整や設備投資計画の見直し、地震の影響で生産が停滞しているプラスチック製品製造業などであっ
た。一方、好調であったのは、主力製品が業界をけん引し、徐々にコロナ前の水準まで回復してきた織物業、道路
補修、仮設住宅敷地用に使うため切込砕石の需要が高まった砕石製造業などであった。

○非製造業は、８項目が悪化となった。能登半島地震の影響で観光・ビジネスが低迷し、売上と収益の悪化が顕著で
あった。石川県内において観光客が減少し、観光業を中心に大きな影響を受けている。施設・設備が被災したた
め、営業開始の目途が立っていない事業所も多い。悪化していたのは、地震の影響で予約がキャンセル、施設が
被災し営業再開の目途が立たない宿泊業、風評被害の影響もあり、観光客が大幅に減少した商店街、観光及びビ
ジネスにおけるガソリン販売量が低下した燃料小売業、地震の影響は軽微であったが荷動きが低調に推移してい
る運輸業などであった。一方、好調であったのは、省エネ家電購入応援キャンペーン補助金と省エネへの関心の
高まりで売上・収益が増加した家電小売業などであった。

※本調査は、当会に設置している情報連絡員〔中小企業の組合(協同組合、商工組合等)の役職員５８人に委嘱〕
　による調査結果です。ＤＩ値は、情報連絡員が所属する組合の組合員企業の全体的な景況(前年同月比)です。

令和６年１月期において

令和 6年 天気図天気図天気図
全　　体 製  造  業 非製造業

売 上 高 -49.1 -41.4 -57.7
（▼29.1） （▼ 1.4） （▼61.7）

在 庫 数 量 -2.3 -3.4 0.0
（▼ 9.0） （▼ 3.4） （▼20.0）

販 売 価 格 12.7 24.1 0.0
（▼18.2） （▼ 5.9） （▼32.0）

取 引 条 件 -23.6 -17.2 -30.8
（▼25.4） （▼13.9） （▼38.8）

収 益 状 況 -41.8 -34.5 -50.0
（▼29.1） （▼11.2） （▼50.0）

資 金 繰 り -36.4 -24.1 -50.0
（▼27.3） （▼ 4.1） （▼54.0）

設備操業度  -44.8 -44.8 －（▼11.5） （▼11.5）

雇 用 人 員 -14.5 -17.2 -11.5
（▼ 3.6） （▼ 0.5） （▼ 7.5）

業界の景況 -50.9 -44.8 -57.7
（▼21.8） （▼ 1.5） （▼45.7）

※ 1：（　）内の数字は前月とのポイント差（▼は減少）
※ 2：設備操業度は製造業のみ

全体の景況感
※主要３項目（売上高・収益状況・業界の

景況）の平均値

大雨
−４７.２

天気図の見方
各景況項目について「増加」（又は「好転」）との
回答を頂いた業種割合から「減少」（又は「悪化」）
との回答を頂いた業種割合を引いた値をもとに
作成しました。その基準は次の通りです。

晴れ
１０～２５

未満

くもり
１０未満～
－１０未満

雨
－１０～

－２５未満
快晴

２５以上
大雨

－２５以下

1月期

中央会だより
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○令和６年能登半島地震の影響について
○能登半島地震の被害状況について、全業種では、「一定の影響・被害」が47.2％と最も多く、「深刻な影響・

被害」が35.8％、「特に影響・被害なし」が17.0％であった。業種別にみると、製造業は「深刻な影響・被害」
が26.0％、「一定の影響・被害」が44.4％、「特に影響・被害なし」が29.6％であったが、非製造業は「深刻な
影響・被害」が46.2％、「一定の影響・被害」が50.0%で「特に影響・被害なし」が3.8％であった。

○影響・被害のあった項目については、全業種で「土地建物」が68.2%、「機械設備」が52.3%、「商品・原材
料・仕掛品」が40.9％、「従業員」が31.8％、「取引先」が40.9%で「その他」が27.3%であった。業種別に
みると、製造業の方が「機械設備」や「商品・原材料・仕掛品」が影響・被害を受けたとして回答する割合が
多かった。その他の意見としては、「道路損壊による物流の停滞（印刷業）」や「予約減少、宿泊のキャンセル

（宿泊業）」、「地震の復興支援で従業員が疲弊（建設業）」といったものであった。

○中小企業が能登半島地震の被害・影響を克服するために必要な支援策については、全業種で「相談窓口
の設置」が35.3％、「金融機関等の資金繰り支援」が52.9％、「施設・設備復旧のための補助金」が78.4％、

「従業員の雇用維持」が54.9%、「税金の申告・期限延長」が33.3%、「観光復興支援」が51.0％で「その
他」が13.7%であった。業種別にみると、製造業は「相談窓口の設置」が41.7％、「金融機関等の資金繰
り支援」が50.0％、「施設・設備復旧のための補助金」が83.3％、「従業員の雇用維持」が58.3%、「税金
の申告・期限延長」が33.3%、「観光復興支援」が50.0％で「その他」が8.3%であったが、非製造業は「相
談窓口の設置」が30.8％、「金融機関等の資金繰り支援」が57.7％、「施設・設備復旧のための補助金」が
76.9％、「従業員の雇用維持」が53.8%、「税金の申告・期限延長」が34.6%、「観光復興支援」が53.8％で

「その他」が19.2%であった。その他の意見としては、「漁港の復興支援（水産物卸売業）」や「復興用資材
の優先供給（機械器具卸売業）」や「宿泊キャンセル料の保証（宿泊業）」といった声が寄せられた。

全業種（53 団体） 製造業（27 団体） 非製造業（26 団体）
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1. 深刻な被害 19 35.8% 7 26.0% 12 46.2%
2. 一定の影響・被害 25 47.2% 12 44.4% 13 50.0%
3. 特に影響・被害なし 9 17.0% 8 29.6% 1 3.8%

全業種（44 団体） 製造業（19 団体） 非製造業（25 団体）
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1. 土地建物 30 68.2% 14 73.7% 16 64.0%
2. 機械設備 23 52.3% 12 63.2% 11 44.0%
3. 商品・原材料・仕掛品 18 40.9% 9 47.4% 9 36.0%
4. 従業員 14 31.8% 6 31.6% 8 32.0%
5. 取引先 18 40.9% 7 36.8% 11 44.0%
6. その他 12 27.3% 3 15.8% 9 36.0%

全業種（53 団体） 製造業（27 団体） 非製造業（26 団体）
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1. 相談窓口の設置 18 35.3% 10 41.7% 8 30.8%
2. 金融機関等の資金繰り

支援 27 52.9% 12 50.0% 15 57.7%

3. 施設・設備復旧のた
めの補助金 40 78.4% 20 83.3% 20 76.9%

4. 従業員の雇用維持 28 54.9% 14 58.3% 14 53.8%
5. 税金の申告・期限延長 17 33.3% 8 33.3% 9 34.6%
6. 観光復興支援 26 51.0% 12 50.0% 14 53.8%
7. その他 7 13.7% 2 8.3% 5 19.2%

［表1］能登半島地震における被害状況について

［表2］「1.深刻な被害・影響」、「2.一定の被害・影響」を答えた方はどの項目で被害影響があったか。（複数回答）

［表3］中小企業が能登半島地震の被害・影響を克服するために必要な支援策はどれか。（複数回答）

中央会だより
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西川氏による講演 意見交換会の様子

「自然災害等を克服する“ ジギョケイ（事業継続力強化計画）”」
「差し迫る南海トラフ地震等大災害に備える災害時等連携協定について」

１月１８日（木）、石川県地場産業振興センターにて、当会における業界の景気動向を把握する上での重要な
役割を担っていただいている、『情報連絡員』の方々にお集まりいただき、研修会及び意見交換会を開催しました。

研修会では、独立行政法人中小企業基盤整備機構 アドバイザー 原口英樹氏からは「自然災害等を克服す
る“ ジギョケイ（事業継続力強化計画）”」について、石川県テントシート工業組合 代表理事 西川雄蔵氏からは「差
し迫る南海トラフ地震等大災害に備える災害時等連携協定について」お話しいただきました。

中小企業は、災害や感染症等の影響を受けやすいことから、リスクを認識しその対策を事前に講じておくこ
とが必要だということを理解されたようでした。また１月１日に能登半島地震が発生したが、県テントシート工業
組合は事前に対策を講じていたからこそ、組合員の安否確認や行政へのテント納入が速やかに行えたと実例を
話していただきました。

その後引き続き、意見交換会を行い、業界ごとの現状や今後の見通し、取組みなどについて参加者より発言
がなされました。

※情報連絡員：県内 58 組合（製造業８業種 31 組合・非製造業６業種 27 組合）の役員や事務局の方々に委嘱し、
毎月「売上高」、「収益状況」、「業界の景況」などの 9項目について 3段階評価するとともに特記事項に関して調査し、
当会にてその情報を取りまとめ、DI 値による分析を実施しております。

情報連絡員を対象とした研修会及び意見交換会を開催

労務管理のデジタル化入門セミナーを開催
　１月１６日（火）、石川県地場産業振興センターにおいて、「労務管理のデジタル化入門セミナー」を開催しま
した。講師には、ITコーディネーターの資格と社会保険労務士の資格を有する中越ITC社労士事務所 代表 中
越謙一様をお招きし、36名の方にご参加いただきました。
　初めに、「DX化やデジタル化とは何か？」といった初歩の段階から、中小企業におけるDX化・デジタル化の取
り組み状況を紹介いただき、段階的な導入が効果的であることや、デジタル化ツールを選ぶ前の確認事項につ
いてお話しいただきました。
　セミナーの後半では、実際のデジタル化ツールのご紹
介と導入事例についてお話いただき、参加者の皆様が自
社での活用イメージを持ちながらお話を聞くことができ
ました。
　最後に、昨今話題になっているAIチャットサービス
「chatGPT」の労務管理への活用方法について、中越
先生が画面を操作しながら分かりやすく説明して頂けま
した。
　セミナー終了後のアンケートでは「今回ご紹介いただ
いたツールを中心に自社で導入検討したいです。」等の
声が聞かれました。

セミナーの様子

中央会だより
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【小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業】
○石川県茶商工業協同組合
＜テーマ＞海外の方へ向けた加賀棒茶の展開についての調査研究
＜実施内容＞
インバウンド需要を取り込み、組合員店舗の売上拡大と加賀棒茶の認知度向上のため、海外の方
に対する加賀棒茶展開についての実現可能調査を実施。調査結果をふまえ、英語版のリーフレッ
トならびにポスターの制作を行いました。
・外国人観光客へのインタビュー調査…棒茶体験の

有無、飲んだ味わいと香り、購入動機、自国での
可能性など

・組合員へのアンケート調査…外国人観光客の来店
や対応状況、組合に提供してほしい取組み・サー
ビスなど

・展開に向けた具体化のための事業…リーフレット
ならびにポスター（英語版）の制作（デザイン）

【取引力強化推進事業】
○金沢市旅館ホテル協同組合
＜テーマ＞客室稼働率向上および外国人宿泊客増加を目指した周辺飲食店情報マップ（英語）の作製
＜実施内容＞
組合に加盟する旅館・ホテルにおいて、外国人旅行客が言語の壁や習慣の違い、宗教上問題に対
して安心して利用できる飲食店の情報提供を行
うこと、また、外国人宿泊客への対応をスムー
ズに行い、従業員の負担を軽減することが求め
られていました。外国人旅行客、旅館・ホテル
スタッフ双方の利便性向上をはかり、サービス
の質向上から外国人宿泊客増加を目指すため、
組合加盟施設スタッフの意見を取り入れたレス
トランマップ（英語）を作製しました。今後は
外国人宿泊客に対する飲食店情報の案内を円滑
にし、外国人宿泊客の満足度を向上させ、さら
なる宿泊客の増加を目指していきます。

令和 5 年度小規模事業者組織化指導事業
～成長戦略推進プログラム事業・取引力強化推進事業の取り組みを紹介～

中央会だより
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○小松撚糸工業協同組合
＜テーマ＞組合員の経営改善に向けたホームページリニューアル
＜実施内容＞
近年の電気料金・資材等の高騰や後継者不足・人材不足の影響で、組合員は厳しい状況に置かれて
います。そこで、組合員の経営改善につながる組合事業の活性化及び組合員企業の受注増加に向け
た取組み、撚糸業についての周知を行っていくため、ホー
ムページをリニューアルしました。特に、撚糸業につい
ては、事業者だけでなく、最終消費者にも分かりやすい
よう、基本的説明や組合活動の紹介を行うことで、撚糸
業への理解を深め、イメージ改善を図り、組合員の後継
者、従業員不足の解消の一助となるようにしました。ま
た、組合員企業の扱う素材や機械から取引先を検索でき
る機能を分かりやすく、簡単にできるように改良しまし
た。今後は新しいホームページを有効活用し、組合員企
業の PR 強化、受注増加を目指しています。

○大野醤油醸造協業組合
＜テーマ＞グルテンフリー醬油の拡販（輸出を含む）のためのパンフレット作成
＜実施内容＞
組合では、小麦の代わりに米を使用して製造したグルテン
フリー醤油を新たに開発しました。業界や組合を取り巻く
環境としては、醬油の国内需要が先細る中、輸出に活路
を見出す動きが活発化していることに加え、国内需要の
中でも健康志向やアレルギー対応、減塩への需要が高まっ
ていることをふまえ、本製品の PR を強化する必要があり
ました。しかし、販促ツールに乏しく、海外での PR に対
応したものもありませんでした。そこで、本事業において、
国内外での受注促進のため、英語にも対応した A ４見開
きの製品パンフレットを作成し、実際に海外市場展示商
談会において活用しました。

※本事業は令和６年度も募集を行う予定です。募集要項については４月に当会ホーム
ページにおいて公開いたしますので、ご確認ください。

中央会だより



23

【組合青年部の概要】
●代表者名／上馬　宏司（じょうば　ひろし）
●設立／2014年（平成26年）1月
●会員数／25人
●会員の主な業種／小売業・家庭用電器製品販売

（まちのでんきや）及び工事など
●役員構成／部会長１名、副部会長１名、総務１名（監事１名）
●住所／〒920-0376 金沢市福増町南1304
●電話番号／TEL：076-249-5297

石川県電器商業組合青年部会

　まちのでんきや若手世代が集い、相互研鑽の他、昔な
がらの町の電器屋あらため「シン・まちのでんきや」として、
活動を通じて、まちのでんきやをＰＲする。

　まちのでんきやプロジェクト（組合ＨＰ「でんきのつ
え」を中心にまちのでんきやが地域の高齢者サポー
ターであることを伝える）にて会議やイベントを通じ、
まちのでんきやの啓発活動を展開する。 
・でんきのつえ（親孝行応援プロジェクト・北陸三県＋

高知県で展開中）
・注文の多いまちのでんきや（ＹｏｕＴｕｂｅ・令和元

年取引力強化推進事業のしくみを活用し、新キャラ
を制作、広報のための動画配信展開）

現在の活動内容

設立の目的・経緯

組合青年部・女性部レポート組合青年部・女性部レポート
石川県中小企業青年中央会および石川県
中小企業団体中央会女性部に加入している
組合等の青年部・女性部をご紹介します！！

石川の技能まつり 北陸青年部サミット

新入職員のご紹介
　中央会では、2 月 1 日より、中村 知貴（なかむら ともき） 
主事が新たに入局しましたのでご紹介いたします。

 中村 知貴 主事より一言:
「2月より工業支援課に配属になりました中村知貴と申します。
見た目通り真面目な私ですが、キャンプやバイク、スノーボード
など多趣味であると自負しております。これから組合の皆様と
の様々なお話を通じ、中央会を、中村知貴を頼ってもらえるよ
うな存在にいち早くなれるように尽力してまいります。これから
何卒よろしくお願い申し上げます。」

中村 知貴 主事

組合情報 Pick up！
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会報読者アンケート　プレゼントクイズ当選者発表！
　会報 2024 年新年号（１月発行）にて実施したプレゼントクイズ
の答えは、「石川県電気工事工業組合女性部」でした。
　ご回答いただいた方から、抽選の結果、１名の方にプレゼント
をお贈りさせていただきました !

当選者：金城小売協同組合
理事長　松本 雅之  様

　プレゼントは、今年度「はくさん森の研究会」が
開発したジンジャーシロップの「杉蜜」です。
　ご回答いただき、ありがとうございました。

当選者の松本様

プレゼントのジンジャーシロップ「杉蜜」

  今号のプレゼントクイズでは、ご回答された方の内から当選者の方に、中央会事業にちなんだ品
物をお贈り致します。
〆切は３月２８日（木）！！ ご回答お待ちしております！！

お知らせ
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No49金沢支社 _石川県中小企業団体中央会 _210520

大樹 -KB-2019-1064   （損保）A-2021-101（2021.4）
R-2021-1001（2021.4）

＊ 団体扱とは、石川県中小企業団体中央会が団体扱としてお申し込み 
 いただいた各保険契約の保険料を取りまとめ、一括して当社へ払い 
 込む取り扱いのことです。
※ 一部対象とならない商品・契約がございますので、詳細は下記まで 
 お問い合わせください。
※ 詳しくは、該当の「商品パンフレット」をご覧ください。ご検討にあ 
 たっては、「設計書（契約概要）」「特に重要な事項のご説明（注意喚起 
 情報）」「ご契約のしおり－約款」および石川県中小企業団体中央会 
 の「退職金共済規程（規約・規則）」等を必ずご覧ください。

経営者・役員・従業員とそのご家族の
安心の保障を準備するために
中央会の共済制度をご活用ください。

業務災害補償保険 引受保険会社
三井住友海上火災保険株式会社

  業務災害補償保険 取扱代理店
大樹生命保険株式会社

事業活動にかかわる
従業員さまのケガなどのリスクに
対してお役に立つ保険です。

団体扱生命保険

経営者・従業員のための
万一の保障

団体扱＊（月払）の場合、
一般扱（口座振替扱月払等）で
ご契約いただくよりも、
保険料が割安になります！
オーナーズプラン 

経営者の
各種リスクマネジメントのために

 パートナーズプラン 
役員・従業員の皆さまの
保障準備をサポート

大樹生命保険株式会社は三井住友海上火災保険株式会社の取
扱代理店として損害保険代理店委託契約を締結しています。

特定退職金共済制度

従業員のための
退職金準備に

特定退職金共済制度 引受保険会社
大樹生命保険株式会社

従業員さまの定着が図られ、
安定した退職金準備が
できる共済制度です。

業務災害補償保険
業務上の災害への備えに

お取り扱いの詳細は、下記までお問い合わせください。
大樹生命保険株式会社　金沢支社 
〒920-0853 石川県金沢市本町2-15-1 ポルテ金沢8F TEL : 076-263-3256
https://www.taiju-life.co.jp/
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人人事事・・労労務務ごご担担当当者者様様かからら

貴貴社社のの従従業業員員様様がが退退職職後後にに充充実実ししたた生生活活をを送送るるたためめにに、、
シシルルババーー人人材材セセンンタターーののごご利利用用ををぜぜひひおお勧勧めめくくだだささいい。。

金金沢沢市市 ☎☎

小小松松市市 ☎☎

七七尾尾市市 ☎☎

加加賀賀市市 ☎☎

白白山山市市 ☎☎

羽羽咋咋市市 ☎☎

☎☎

珠珠洲洲市市 ☎☎

輪輪島島市市 ☎☎

能能登登町町 ☎☎

☎☎

志志賀賀町町 ☎☎

津津幡幡町町 ☎☎

☎☎

能能美美市市 ☎☎

☎☎

内内灘灘町町 ☎☎

穴穴水水町町 ☎☎

◆◆ 登登録録ののおお問問いい合合わわせせはは、、地地域域ののシシルルババーー人人材材セセンンタターーままでで。。
（（各各シシルルババーー人人材材セセンンタターーでではは、、ホホーームムペペーージジをを開開設設ししてていいまますすののでで、、ぜぜひひごご覧覧くくだだささいい。。））

※「 」は、「シルバー人材センター」の略です。

公公益益社社団団法法人人 石石川川県県シシルルババーー人人材材セセンンタターー連連合合会会
〒 金沢市芳斉 丁目 ☎

石石川川県県ああななたたのの街街ののシシルルババーー 検検索索でで

ホームページはＱＲコードからご覧いただけます。厚生労働省委託事業 高齢者活躍人材確保育成事業

シルバー人材センターをご紹介する動画を

配信しています。

当連合会ホームページからご覧ください。

シルバー人材センターを退職後の働き場所に！

無理のない働き方（月 日以内や週 時間以内）で
充実した生活をおくりませんか！

※※シシルルババーー人人材材セセンンタターーにによよっっててはは、、取取扱扱いいののなないい仕仕事事ももあありりまますす。。
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（独）勤労者退職金共済機構 
中小企業退職金共済事業本部

〒170-8055　東京都豊島区東池袋1-24-1
TEL.03-6907-1234　FAX.03-5955-8211

中
退
共
の
退
職
金
制
度
。

ご
存
知
で
す
か
？

加入申込加入申込 お近くの金融機関等の窓口でお申込みください。事業主が中退共と
「退職金共済契約」を結び共済手帳が送付されます。

掛金納付掛金納付

支 払 い支 払 い 退職した従業員の請求に基づき、中退共から退職金が直接支払われます。

1

2

3

中 退 共 制 度 の し く み

安 心
有 利

簡 単

掛金の助成を
受けることができます。

掛金は
全額非課税

手数料もかかりません。

外部積立型だから
管理がカンタン

詳しくはホームページを
ご覧ください。

人材の
定着

従業員の意欲の向上
にもつながります。

中退共 検索

事業主と生計を一にする
同居の親族のみを雇用する
事業所の従業員も、次の条件を
満たしていれば加入できます。

○小規模企業共済制度に加入していないこと
○事業主との使用従属関係を確認できる

書類の提出が可能なこと
※掛金助成の対象となりません。

国の退職金制度
安心・確実

中
退
共
は
、
60
年
で
110
万
社
以
上
の
中
小
企
業
が
利
用
す
る
国
の
退
職
金
制
度
で
す
。

毎月の掛金は全額事業主負担で、口座振替で納付します。

パートさんも
加入できます。
パートさんのための
特例掛金月額を
ご用意しています。
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From編集室

くみWai広場

組合のPRをお願いします！
本組合は昭和56年に石川県内の帆布製品製

造販売を行う事業者によって設立されました。
現在は12社の組合員で構成され、組合員の経
済的地位の向上や経営の安定を促進すること
を目的に教育研修事業や情報収集、他地域の同
業者との交流事業等を主な組合事業として行っ
ています。
テントシートは多種多様で、キャンプ用品の

テントから店舗用の軒先テント、屋外イベント
等で用いられるテントや産業用テントまで、幅
広いシーンで利用されています。2015年の第
66回植樹祭石川大会では、御野立所と招待者
席を組合で受注し、製造・設営に携わりました。

○石川の技能まつりに出展
毎年10月に開催される県主催の石川の技能

まつりに、業界の認知度向上を目的に出展して
います。出展ブースでは、縫製作業の実演およ
び体験、レジャーシートやエコバック等の小物
の販売、災害時に有効なテントを展示するなど、
業界のPRを行っています。

○災害時防災協定を締結
2021年9月に石川県および金沢市と災害時

防災協定を結びました。災害時に避難者向け

のテントやブルーシート等の被災地支援で必
要なテントを組合が調達する協力体制を構築
しました。また、2022年3月には当組合が主体
となり、東海北陸ブロック7県で連携協定を結
びました。本協定は災害時等に緊急支援物資
となるテントシートの業界団体が相互に連携
し、災害への対応力を強化するものです。この
度の能登半島地震ではこれらの協定をもとに、
避難所用の小型ルームテントを1100基、ブルー
シートを5000枚調達・即納し災害対応に努め
ました。

一言お願いします!! （西川理事長）
時代の流れに伴い、店舗用の軒先テントやト

ラックの幌シートを見る機会は減っています
が、災害時に対応できる製品や知識を有してお
り、災害と防災対策には欠かせない業界である
ことを自負しております。今後は災害対応の事
例を収集・発信し、これまで以上に各自治体や
他地域の業界との連携を深めていきたいと思っ
ております。

写真上▲西川理事長
写真左◀石川の技能まつりの様子

当コーナーに登場していただける事務局さんを募集中です!自薦、他薦は問いませんので、中央会事務局まで連絡をお待ちしています！

Qプレゼントクイズ

石川県テントシート工業組合

こんにちは組合さん

　今後、よりよい誌面づくりを行うために読者の皆さんからのご意見、ご要望をお伺いし
たいと思いますので、同封のプレゼント付き読者アンケート回答へのご協力をお願いします。
　　　　少しでも多くの“声”をお待ちしています。
　　　　回答は中央会FAX :076-267-7720までお送り下さい。

Q.くみＷａｉ広場でご紹介させていただいた、石川県テントシート工業組合は、
　 毎年10月に開催される県主催の　　　　　　　　　　　　　　　に、
 　業界の認知度向上を目的に出展しています。
A.○にあてはまる漢字２文字をお答えください。
　 正解者の中から抽選で、中央会事業にちなんだ品物をお贈りいたします。
　 締め切りは３月２８日（木）！ご回答お待ちしております！

「石川の○○まつり」

　こんにちは。2月18日（日）に金沢スタジアムにおいて、こけら落と
しとなるオープニングマッチ「ツエーゲン金沢VSカターレ富山」が
開催されました。同スタジアムは北陸初のサッカー専用スタジアム
で、すべての観客席に屋根が整備されているほか、スタンド最前列
からピッチまでの距離7～9ｍと短く、臨場感あふれる観戦環境が整
えられています。当日は8,000人以上が来場し、テレビからもその盛り上がりが伝わってきました。
　また、スタジアムには能登半島地震で被災した珠洲市や能登町の子供たちも試合観戦に訪れ
たほか、試合に先駆けて選手による募金活動が行われました。
　ツエーゲン金沢は2月25日（日）に敵地で初戦を迎え、金沢スタジアムではリーグ戦19試合が
開催される予定です。機会があれば一度観戦に行きたいなと思いました。

編集者 I

世
界
の
母

　マ
ザ
ー
・
テ
レ
サ 

編

一
、 

昨
日
は
去
り
ま
し
た
。
明
日
は
ま
だ
来
て
い
ま
せ
ん
。

私
た
ち
に
は
た
だ
、
今
日
が
あ
る
の
み
。
さ
あ
、
始
め

ま
し
ょ
う
。

一
、 

暗
い
と
不
平
を
言
う
よ
り
も
、
あ
な
た
が
進
ん
で
明
か
り

を
つ
け
な
さ
い
。

一
、 

愛
さ
れ
る
こ
と
よ
り
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る
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と
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理
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さ
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る
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と
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す
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特 徴

《損害保険集団扱制度の概要》《損害保険集団扱制度の概要》《損害保険集団扱制度の概要》《損害保険集団扱制度の概要》

損害保険集団扱制度のご案内
石川県中小企業団体中央会では、組合員の企業経営並びに従業員の福利厚生を充実するため、会員の
皆様に中央会損害保険集団扱制度（自動車保険・火災保険）のご加入をお勧めしております。
つきましては、本制度について引受損害保険会社の取扱代理店が説明させて頂きたく、訪問した際には
よろしくお願いいたします。

石川県中小企業団体中央会 TEL.076‐267‐7711
〈本制度引受損害保険会社〉

三井住友海上火災保険株式会社 ………TEL.076‐223‐9960
金沢支店　〒920-0918 金沢市尾山町6番25号

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 ………TEL.076‐264‐7811
金沢支店　〒920-0906 金沢市十間町5番地

損害保険ジャパン株式会社 ………TEL.076‐262‐1681
金沢支店 金沢第一支社　〒920-8558 金沢市香林坊1-2-21

A I G 損 害 保 険 株 式 会 社 ………TEL.076‐222‐0005
金沢支店　〒920-0919 金沢市南町4-60 金沢大同生命ビル2F

共栄火災海上保険株式会社 ………TEL.076‐261‐9297
北陸支店金沢第一支社　〒920-0919 金沢市南町5番16号

お問合せ先

会員 会員 会員

従業員 従業員 従業員 従業員 従業員 従業員 従業員

県中央会県中央会

（中央会指定の確認票を提出願います。）
◎中央会の会員（組合・企業・団体）◎会員の傘下企業、事業主及び従業員

対 象

●保険料は、一般契約より 割安5％ です。（保険料一時払の場合）
●手続きは、年１回払い、口座引落しです。
●下記損害保険会社と契約を行っている方は、現在契約している取扱代理店で
制度利用が出来ます。

●自動車保険
　・  既加入自動車保険は、無事故割引などをそのまま継承できます。
　・  業務用車両も対象になります。
●火災保険
※詳しくは下記の各社にご確認ください。

★自動車保険・火災保険★

令和６年能登半島地震関連情報

トピックス 令和５年度中小企業労働事情実態調査結果報告


